














































































































































揮発油税 国税 1954年3源等の特例に関 ガソリン 29，138億円
する法律
道路整備費の財
石油ガス税 国税 1966年 源等の特例に関 LPG 150億円
する法律
自動車重量税 国税 1971年 なし4 自動車等 5，851億円5
地方道路
譲与税 国税（地方譲与税） 1955年 地方道路譲与税法 ガソリン 3，072億円
石油ガス





軽油引取税 地方税 1956年 地方税法 軽油 10，556億円























































税目 本則 暫定税率 暫定税率最終引き上げ
揮発油税 24．3円／4 48．6円／4 1993年
石油ガス税1 24．3円／kg 一 一
自動車重量税1 2，500円／o．5t年6，300円／o．5t年 1976年
地方道路税2 4．4円／4 5．2円／4 1993年
軽油引取税 15．0円／4 32．1円／4 1993年























































































税目 譲与団体 譲与基準 譲与基準の補正
【全体の58％：都道府県・指定都市】
1／2：一般国道・都道府県道の延長
地方道路 都道府県 1／2：一般国道・都道府県道の面積 道路の種類・形態・幅員、
譲与税 市町村 【全体の42％：市町村】 人口、昼間人口、財政力
1／2：市町村道の延長
1／2：市町村道の面積
石油ガス 都道府県 1／2：一般国道・都道府県道の延長 普通交付税算定の道路橋りょ









国 税目 備考フランス 首都圏事業所税 公共交通や住宅等にも充当
ドイツ 鉱油税 公共近距離交通にも充当
イギリス なし 』
アメリカ 燃料消費税、タイヤ税、重量車消費税等 公共交通全般にも充当
（資料）道路行政研究会（2005）r道路行政』全国道路利用者会議
第3章道路特定財源の運用
（1）道路事業の概要
続いて、日本において道路特定財源が適切に運用されているかどうかを
考察する。その際、理論上あるべき姿が制度的に確保されているのであれ
ば、その通りに運用されているか否かを見る。一方、理論的に導かれるあ
るべき姿とは異なる制度であっても、それが運用によってあるべき姿に近
づけられているかも注視する。
まず、日本の道路事業について概観しよう。道路事業は、一般道路事業、
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都市計画街路事業（以下、街路事業）、有料道路事業の大きく三つの事業
に分かれる。一般道路事業は、国道や都道府県道、市町村道などのいわゆ
る公共事業費充当事業に相当する。街路事業は、都市計画事業のうち道路
事業に充てられた部分である。これらはさらに、国が主体となる国直轄事
業、地方公共団体が主体となり原則として地方公共団体の費用のみで実施
される地方単独事業、そして地方公共団体が主体となるものの国からの補
助金が用いられる地方補助事業に分かれる。有料道路は、基本的に借入金
で建設し料金収入で償還していく事業だが、利子補給金や出資金などで国
や地方公共団体の資金を受けるケースが多い。
2003年度決算で見ると、道路事業費の総額は10．4兆円である。1990年代
後半以降は減少傾向にあり、ピークの1995年度に比べ3．6兆円減少してい
る。このうち、一般道路事業が6．7兆円、街路事業はL9兆円、有料道路事
業が1．9兆円となっており、一般道路事業が最も多い。
一般道路事業と街路事業を合計して内訳を見ると、国直轄事業が2。3兆
円、地方単独事業は3．0兆円、地方補助事業が32兆円となっている。つま
り、道路事業においては、国よりも地方主体の事業の方が多い。ただし、
一般道路事業に限れば、国直轄事業が2．3兆円、地方単独事業は2．5兆円、
地方補助事業がL9兆円となり、地方主体事業のウェイトは下がる。これ
は、街路事業が都市計画事業の一環のために国直轄事業はないことなどが
理由としてあげられる。
道路事業全体で見て、建設的経費が7．9兆円であるのに対して、維持的
経費は2．4兆円にとどまる（12）。比率を見ると、建設的経費の占める比率が
77％にのぼる。一般道路事業に限定しても、建設的経費が73％を占めてい
る。つまり、道路整備事業といった場合、何らかの新規建設分が四分の三
程度を占めているということになる。
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（2）財源の概要
次に、道路事業の財源を見てみよう。道路事業の財源は、大きく国費、
地方費、そして財政投融資等に分けることができる。このうち財政投融資
は、有料道路事業に用いられる。また、その他としてNTTやガス、水道、
電力、電鉄会社等の受益者あるいは原因者からの負担金がある。
一般道路事業費と街路事業費の財源を見ると（2003年度決算）、国費が
3．3兆円、都道府県費が2．7兆円、市町村費は2．4兆円、その他0．1兆円となっ
ている（13）。国費は、道路特定財源と一般財源に分けられる。そして、その
割合は道路特定財源が多くを占めている。ベースが違うので参考にとどま
るが、総務省試算による2005年度当初予算における道路事業費に占める特
定財源の比率は、98．2％にのぼる（14）。一般財源は、NTT資金が多くを占
める。
地方費についても、特定財源と一般財源に分けられるものの、国費ほど
特定財源の比率は高くない。2005年度地方財政計画における道路事業費に
占める特定財源比率の総務省試算値は、48．6％である（15）。
こうして見ると、やはり日本の道路事業の財源面での特徴は、道路特定
財源の存在にあることがわかる。
（3）運用全体への批判的考察
道路事業の運用を検討するにあたり、まず建設的経費と維持的経費の関
係について見てみよう（図1）。先にも見たように、道路事業費全体が
1990年代後半以降減少傾向にある。そのなかで、道路事業費全体の減少傾
向にあわせて維持的経費も削減されている。一般道路の維持的経費は、
1998年度の2．1兆円がピークで、以降は毎年度減少し、2003年度はピーク
に比べ16％減少している。一方、道路は実延長、改良済道路、簡易舗装を
含む舗装済み道路いずれの指標をみても伸びている。つまり、道路は伸び
ているのに、維持的経費は建設的経費とともに削減されている。
道路特定財源の批判的考察（浅羽）（15）154
1990年代後半以降、燃料課税の税収はおおむね横ばいで推移している。
1995年度と2003年度を比較すると、0．2兆円の増加である。そもそも、2003
年度決算における維持的経費はL8兆円に過ぎず、一般道路事業に占める
比率は、27％にとどまる。一方、理論上は利用料の変形として賦課徴収さ
れているはずのガソリン等燃料課税の税収は総額3．6兆円にのぼり、維持
的経費を大きく上回っている。結局、道路を新しく建設するための財源調
達手段として、燃料費課税を用いていることが運用面でも確認できる。
道路特定財源の創設当初をみても、その財源が維持補修ではなく、建設
費に多くがまわされたことを確認できる。揮発油税が道路特定財源化した
1954年度には、建設的経費が前年度の380億円から506億円に34％も急増し
ている。一方、維持的経費は前年度の226億円が230億円へ2％増加したに
過ぎない。
道路特定財源を支える理論上の考え方からすれば、道路特定財源のうち
燃料消費に課税される部分は利用料に他ならない。しかし、その運用内容
を精査していくと、現状では利用料だけで構成されているとは言い難い。
つまり、燃料費課税により調達された財源には、利用していない道路、将
来誰かが利用するであろう道路の建設費を多く含んでいる。道路建設費の
後払い分を含む、すなわち固定費用分も含む利用料だと考えるのも、かな
り無理がある。そもそも、道路特定財源の税率は、有料道路の建設のよう
に過去の建設費分を償却あるいは債務返済するような形では決められてお
らず、道路建設の必要分で決まっている。理屈の上では、実際に新規建設
をやめれば、維持補修費分だけの税負担で済む。
ただし、現状のような運用形態を肯定的に理解する見方もある。それは、
利用者が新規道路の建設に対して一定の期待を有していて、そもそも燃料
費課税に利用料の先払い分を含んでいるとみなすことである。道路利用者
が、将来も道路を利用するとみなしての財源調達という考え方は、ある程
度首肯できる。しかも、燃料に課税するということは、道路の利用量に応
153（16）白鴎法学第12巻2号（通巻第26号）（2005）
じて課税するということに比較的近く、道路を頻繁に利用する者が、将来
も利用度が高いと想定して多くの道路建設費の負担をするということにつ
ながる。
しかし、利用料の前払いとして考えるには、受益者負担原則を前提とし
て、あくまで負担者が将来利用する道路への充当ということが必要となる。
たとえば、渋滞している道路が拡幅によって車線が増えることや、迂回路
ができるといったことである。せめて近い将来に利用する道路が建設され
る、という期待を得られるような事業でないとおかしい。また、道路特定
財源制度を混雑料金制度の次善の策として考えたとしても、混雑している
道路あるいはその周辺で道路を建設する必要がある。
そこで重要なことは、地域別に見て、利用している道路の周辺において
道路建設が行なわれているかという点である。このことは、燃料課税に限
らず、道路特定財源の運用を検証するうえで、最も重要なポイントである。
地方税に関しては、国直轄事業負担金を含め当該地域における道路事業へ
の充当が基本であり、問題はないであろう。しかし、国税分については、
前章でみたように利用者と道路整備の問の地域的な関連について制度的な
担保はなく、受益者負担原則が成立しているような運用がなされているか
検証しなければならない。なかでもとくに受益者負担原則が厳しく問われ
る国税の地方移転分については、受益・負担の関係は見られないというこ
とが、浅羽（2004）において実証済みである。そこで本稿では、国税分全
体についての受益と負担の現状を都道府県別に検証することで、受益者負
担原則が道路特定財源の運用上見出すことができるか否か分析する。
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図1道路延長、維持的経費、燃料課税収入の推移
（兆円）舗装済道路延長伸び率（右目盛）（％）5燃料課税収入特定財源分総額2．5
4
3
2
1
／一般道路維持的経費（左目盛） 燃料課税収入特定財源分総額（左目盛）
2．0
1．5
1．0
O．5
19909192939495969798992000010203（年度）
（注）1．舗装道路には簡易舗装を含み、延長伸び率は各年度初頭のもの
2．維持的経費の区分は、『道路統計年報』による
3．燃料課税収入特定財源分総額は、国税と地方税の総額
（資料）国土交通省道路局監修r道路統計年報』全国道路利用者会議
財務省主計局調査課編『財政統計』国立印刷局
（4）受益者負担原則の運用の実態
受益者負担原則が、国税分の道路特定財源において成立しているか検証
する。まず、国税として徴収された道路特定財源が、都道府県別にどのよ
うに配分・投下されているか調べる。各都道府県に配分・投下された国税
分の道路特定財源には、国直轄事業として当該都道府県で実施された分と
地方主体の補助事業に国庫支出金として配分された分、そして地方譲与税
として譲与された分が含まれる。
2003年度に配分・投下された国税分の道路特定財源のなかで、最大は北
海道の3，349億円、最少は香川県の257億円である。これを人ロー人当たり
で見ると、最大は沖縄県の10．7万円で、高知県の8．6万円、北海道の8．0万
円と地方圏の道県が続く。最少は神奈川県の0。9万円で、大阪府の1．2万円、
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埼玉県の1．5万円と額の少ない方には大都市圏の都府県が連なる。
一方、受益者負担原則の考え方から本来あるべき配分・投下額について、
ガソリンの販売量や自動車保有台数などから推計した（16）。推計結果による
と、東京都の4，454億円を筆頭に、愛知県の2，823億円、大阪府の2，341億円、
神奈川県の2，172億円と大都市圏の都府県が上位に並ぶ。
このようにして得られた、2003年度において実際に各都道府県に配分・
投下された国税分の道路特定財源と、本来あるべき配分・投下額を比較し
て、受益者負担原則が運用上守られているか検証してみよう。本来あるべ
き配分・投下額を分母、実際に配分・投下された金額を分子にとり、その
倍率を都道府県別で見てみよう（図2）。各都道府県の倍率が1に近けれ
ば近いほど、受益者負担原則が達成されていることになる。結果は、最大
が沖縄県の3．33倍、最少は神奈川県の0．37倍と大きく格差が生じている。
各都道府県の倍率について、最大と最少の格差は9．1倍、標準偏差は
0．693倍に達する。そして、各都道府県の倍率の単純平均を元に変動係数
を導出すると、51．5％になり、都道府県間において大きなバラツキが生じ
ていることが分かる（17）。そして、外部不経済などを無視して道路事業だけ
に限定して考えれば、大都市圏の道路利用者が過剰負担し、地方圏の利用
者は過少負担している状態といえる。
このように得られた推計からの結論は、受益者負担原則が運用上守ちれ
ていないということである。もちろん、上記の倍率は絶対無二のものでは
なく、必ずしも完全に1倍でなければいけないというほどの厳密性は有し
ていない。税の負担者について、たとえば東京都でガソリンを購入した者
が、埼玉県までの運転に利用するケースもあるだろう。しかし、標準偏差
で0．693倍という数値は、利用料として道路特定財源を捉えるには無理が
ある。やはり、日本全国の道路建設の財源として、広く自動車を利用、そ
して保有している者に担税力を見出しているといった程度の関係しか導き
出すことはできない。
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それでは、実際に配分・投下された国税分の道路特定財源は、どのよう
な意味を持つと考えられるだろうか。そこで、各都道府県に配分・投下さ
れた国税分の道路特定財源について、財政力との関係を検証してみよう。
各都道府県への一人当たり道路特定財源の配分・投下額を従属変数とし、
財政力指数を説明変数に回帰分析をしてみる。なお、ここで用いている配
分・投下額は、都道府県分だけでなく当該都道府県にある市町村分も含ま
れている。そのため、財政力指数についても、都道府県分と市町村分の基
準財政需要額と基準財政収入額を各都道府県別に合計し、2003年度単年度
のものを算出した合成財政力指数を用いている。回帰分析の結果は、次の
通りである。
加（B）＝一1．861－1．393加（1）
（0．047）（0．134）
B：一人当たり都道府県別配分・投下額、1：都道府県合成財政力指
数、R2＝0．706
カッコ内は標準誤差
回帰分析の結果から、各都道府県に配分・投下された一人当たり国税分
の道路特定財源は、財政力指数が低下するほど多くなる傾向にあることが
わかる。つまり、投下・配分された道路特定財源は、地方公共団体の財政
力を補完する役割を果たしている。本来、道路特定財源は利用料の変形と
して受益者負担原則を徹底する必要があるにもかかわらず、その運用にお
いてあるべき姿から著しく乖離していることが確認できる。
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図2実績額／あるべき配分額（2003年度決算）
鯉
3
2，5
21．5
1
0．5
0北青岩宮秋山福茨栃群埼干東神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖海森手城田形島城木馬玉葉京奈潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良歌取根山島ロ島川媛知岡賀崎本分崎児縄
（注）1．道路特定財源の国税（地方譲与税を含む）について、各都道府県に道路
事業費として配分・投下された額に対する、あるべき配分額の倍率。数値
が1より大きいほど、負担している以上に道路事業費が配分・投下されて
いることを示し、1より小さいほど実際の配分・投下額よりも負担が大き
いことを示す
2．あるべき配分額は、揮発油税、石油ガス税、地方道路譲与税、石油ガス
譲与税は都道府県別ガソリン販売量に基づき按分配分し、自動車重量税
（特定財源分）と自動車重量譲与税は自動車保有台数に基づき按分配分し
て算出（資料）国土交通省道路局監修『道路統計年報』全国道路利用者会議
経済産業省経済産業政策局調査統計部r資源エネルギー統計年報』経済産
業調査会日本自動車工業会『自動車統計月報』日本自動車工業会
3．33
D．3フ
終章日本の道路特定財源の評価
道路特定財源について、理論、日本の制度、そして運用について批判的
な観点から検証してきた。理論面で言えば、必ずしも一般財源が良いとい
う訳ではないものの、特定財源であれば必ず適切な資源配分が得られると
いうのも無理があるという結論であった。ただし、フリー・ライダー防止
という観点は棄却されない。日本の制度は、理論を肯定的に解釈したとし
ても、それを実現したものにはなっていない。とくに、自動車等の取得時
の課税を道路特定財源とするのは無理があり、また地方譲与税の各税の譲
与基準にも制度的欠陥を指摘できる。そして、運用面では、建設的経費と
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維持的経費の配分が課税実態から理論的に導き出されるバランスとは正反
対になっているだけでなく、国税分（地方譲与税を含む）の配分・投下に
おいて、受益者負担原則から乖離していることが確認された。
こうした分析から得られる総合的な結論は、道路特定財源を続けること
について、完全には否定できないものの、およそ肯定的な立場は取るべき
ではないというものである。少なくとも、現状の日本の制度や運用を前提
とするのであれば、道路特定財源制度を維持していくことは不適当で廃止
すべきであろう。唯一、制度的にも運用面でも問題を指摘していない軽油
引取税についても、燃料課税全体のバランスから考えれば、単独で存在で
きる税目ではない。
とくに現在では、地方圏を中心とした道路の延伸等について、大都市圏
住民から否定的な意見が多く出されるような状況にある。劣悪な道路事情
を背景として道路事業に大方の賛成が得られ、財源調達手段としてでも道
路特定財源を創設・拡大する意義が高かった時代とは異なる。そうしたな
か、受益者負担原則から外れた制度や運用は説得力に乏しい。少なくとも、
道路特定財源は道路事業に用いているから良いといった論法は、許される
べきではない。廃止を含めて道路特定財源制度の存在そのものを問い直し、
たとえ制度として残すにしても、そのあり方や規模、運用について抜本的
な見直しが必要である。
注＊本稿は、白鴎大学法政策研究所の2004年度特別研究助成による研究成果の一部である。
（1）2005年8月8日まで第162国会において、道路特定財源が何らかの形で取りあげら
れた委員会は、衆議院が予算委員会、国土交通委員会、郵政民営化に関する特別委員
会、経済産業委員会、内閣委員会、財務金融委員会、決算行政監視委員会第四分科会、
厚生労働委員会である。そして参議院は、予算委員会、経済産業委員会、決算委員会、
国土交通委員会、厚生労働委員会、財政金融委員会、災害対策特別委員会である。さ
らに、年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する両院合同会議でも取りあげ
られている。
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（2）理論的考察を行なう場合には、「道路特定財源」よりも「道路目的税」とする方が
適当であろう。しかし、日本では税法において使途を特定するものを目的税、税法以
外で特定するものを特定財源と呼ぶのが一般的で、その区分に従えば使途の特定され
た税目の多くが特定財源に属する。そして、本稿の目的が最終的に日本の道路特定財
源について検討することなので、理論的考察においても、あえて道路特定財源という
名称を用いている。
（3）道路行政研究会（2005）p．130では、受益者負担と損傷者負担について、rその負担
の原因となる要因が、社会的にみてプラスのものであるか、マイナスのものであるか
の違いだけであるので、両者を一括して受益者負担という概念で扱うこともできる」
としている。
（4）たとえば、岡野（2001）pp．24－5。
（5）たとえば、杉山・今橋（1989）。
（6）たとえば、久米（2000）p．210では、「ガソリン税率による道路特定財源制度は、」
r過大でも過小でもない供給水準を実現することがより容易となる」としている。一
方、杉山・今橋（1989）においては、「特定財源の収入規模は、ある程度まで、経済
主体が道路サービスに対して有している支払い意思の大きさを反映するものとみなし
うる」として、結論として道路特定財源制度をr妥当」とするものの、最適な資源配
分ができるとまでは言っていない。
（7）同法は、1958年より「道路整備緊急措置法」、2003年より「道路整備費の財源等の
特例に関する法律」として引き継がれている。
（8）投資補正は、道路改築の必要度などを反映するもので、全国平均に対する未整備延
長比率等を考慮する。つまり、維持補修ではなく新たに道路を整備する必要1生を加味
するものである。
（9）ウイリアム＝ヘイズ・内山和憲・鹿島茂・谷下雅義・蓮池勝人・廣田恵子・湊清之・
三女子†専日召（2003）p36
（10）農機具用に課された税分の一定分は、実態として農道整備事業の一部であるr農林
漁業用揮発油税財源身替農道整備事業」に充当されている。しかし、道路と農道とは
定義が異なるうえ、そもそも揮発油税の使途として農道が示されている訳でもない。
（11）たとえば、斎藤（1953）p．34。運輸調査局（当時）から出版された雑誌に掲載され
た同論文は、当時燃料に対して道路特定財源を課していた国の例として、イギリスと
アメリカを紹介している。両国では、自動車以外に使用された燃料について、払い戻
しの請求に基づいて税額を返還する方式が採用されていることを紹介している。
（12）建設的経費と維持的経費の区分は、国土交通省道路局監修『道路統計年報』による。
建設的経費には、道路改良、橋りょう整備、舗装新設、調査、公団関係費における建
設費、受託業務費、附帯事業施設費、関連街路分担金、調査費が含まれ、維持的経費
には、舗装補修、橋りょう補修等の修繕・維持等、公団関係費における維持改良費が
含まれる。
（13）街路事業費には、目的税として賦課徴収される都市計画税の道路事業充当分が含ま
れる。都市計画税は、あくまで都市計画事業のための目的税であり、結果的に道路に
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も使われるに過ぎない。そのため、道路特定財源には含めないのが一般的であり、本
稿でもそれに倣っている。
（14）地方税務研究会編『地方税関係資料ハンドブック』地方財務協会、p。237。
（15）地方費に占める道路特定財源は、地方財政計画がベースになっている。地方財政計
画では、1990年代半ば頃以降、地方単独事業の水準が実態よりかなり大きく見積もら
れている。そのため、地方財政計画で計上された地方主体の単独道路事業費は、実態
より大きい可能性が高い。一方、道路特定財源の規模はほぼ計画通りと想定されるこ
とから、実際の比率はもう少し高いと考えるべきであろう。
（16）あるべき配分額は、揮発油税、石油ガス税、地方道路譲与税、石油ガス譲与税は都
道府県別ガソリン販売量に基づき按分配分し、自動車重量税（特定財源分）と自動車
重量譲与税は自動車保有台数に基づき按分配分して算出。
（17）加重平均（1倍）を元に変動係数を算出すれば、69．3％とさらにバラツキは大きく
なる。
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